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レソトシーキングと地域間の統合と分離

細　江　守　紀

1　はしがき

現在、国家間の統合と分離はEU、旧ソヴィエト連邦の動きからはじまって、バルカン間諸国の離合

集散など多くの注目すべき政治現象となっている。安定して国の形態を歴史の長い時間とっている

国もあるが、数十年立てばまた統合・分の問題が再燃する諸国もある。ことは国家間の問題だけで

はない。国内を見ても地域間の紛争はあとを絶たない。多くの国で多民族国家を構成している場合、

地域の分離、統合をめぐる地域紛争が後を絶たない。

　また、国、地域だけでなく、緩やかな連合した共同体を構成しているメンバーの離脱、参加もあ

る意味で同様な問題とみることができる。国連はその意味で地球規模での共同体の機構である。そこ

での参加国の権限と義務はなぜ、どのようにして現在にような形をたったか、それ自体興味ある問題

である。また、身近なところで、たとえば、東アジア共同体といったときどのようなレベルでの共

同体を模索し、どのような地域を参加資格とするか、また離脱条件はなにか、参加のオブリゲーショ

ンはなにか等、解決すべき多くの問題がある。さらに、わが国の「国のかたち」として分権的国家

を目指すのか、集権的国家を目指すのかは明治政府のはじめから議論されてきた重要な課題であり、

昨今、道州制に関する議論がなされているのも、そうした国のかたちが国の興亡の大きく影響するか

らである。

　本論文では、こうした国や地域や共同体に関する統合と分離の問題を公共財のスピルオーバー効

果による結集力と政治的レソトシーキング活動のもたらす分離への力との関連を検討することを目的

にしている。連邦政府の分権的制度設計に関する議論はBesley＝Coαte（2003）やLockwood（2002）

などによってなされているが、そこでは離脱条件のもたらす交渉問題、そしてそのことがもたらす公

共財生産への影響の分析はなされていない。離脱条項が地域統合において重要な意味をもつことは

すでに多くの著者たち、とりわけ、Oαtes（1972），Bzechαnαn＝Fαith（1987）などによって指摘され、

研究されてきたが、首長の選出にどのような影響をあたえるかという問題はこれまでなされてこな

かった。

　Gradstein（2004）はこの問題を取り上げ、離脱条項があることによってそれぞれの地域の首長が

どのように選出され、かれらによる統合交渉を”市民候補者”モデルをつかって分析し、公共財の生

産の効率性に対する影響を分析した。とくに、マイノリティ地域は離脱条項をもつことによって、ド
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ミナントな地域からの抑圧を回避できるとする一Bucんαnαπ＝伽ZJoc双1962）など主張を離脱条項のも

とでの統合交渉を通じて公共財の生産が効率的になりうることを示した。Grαdsteinはこれをコー

スの定理の統合モデルへの適用と位置づけている。本稿では、この首長がレソトシーキング活動に

従事するものとして、そのレソトシーキング活動が統合と離脱の条件および公共財生産にどのよう

な効果をもたらすかを考察している。政治過程のレソトシーキング活動の問題はすでに多くの研究

（Lαffont；Tirole（1993），Schwαrtz（2002））がなされてきたが、統合と離脱を巡る状況でのレ’ント

シーキング問題をこれまでとりあげることはなかった。

　まず、第2節でレントシ』キング活動の内容を説明したあとに、支配的な地域による首長の政治

活動を定式化し、2地域の住民の厚生水準をもとめ、公共財生産の特徴を明らかにする。第3節で

離脱可能性がある場合の統合問題を取り上げ、マイノリティー地域の離脱インセンティブを明らかに

し、そのインセンティブがレソトシーキング活動をとうしてどのような歪みをもたらすかが示され

る。第4節において離脱条項をもつ統合交渉を考える。マイノリティ地域が離脱誘因を持ち、かつ、

ドミナントな地域が統合誘因をもつとき、統合への誘因としての一括移転を行う場合の統合交渉で

ある。各地域の住民はこの統合交渉をとうして、戦略的な投票行動を行うことが明らかにされるが、

必ずしも、戦略的投票行動によって、効率的な公共財生産が実現するわけでなく、レソトシーキング

活動がその生産の歪みをもたらすことを示す。

2　モデル

まず、ここで考察する地域配置は2地域から構成され、一方の地域の公共財の存在が他地域でのスピ

ルオーバー効果をもたらすものである。ただし、そのスピル題目バー効果はその：地域にたいして外部

経済をもたらすかもしれないし、外部不経済をもたらすかかもしれない。公共財を生産する地域を地

域1と呼び、そのスピルバー効果を受ける地域を地域2とする。なお、この公共財の生産の空間的に

地域1にコミットされているものとする。

　いま、地域ユにおける住民人口を連続体で1とし、地域2の住民人口はn（＜1）とする。したがっ

て、地域2はマイノリティー地域ということができる。最初に、二つの地域は一つに統合され、全体

の人口は1＋nとなっているとしよう。各住民の効用は公共財の量必と私的財の量zによって決ま

り、各住民の所得は外生的に与えられているもの．とし、以下では明示的に扱わない。地域ブ（」＝1，2）

の住民iの効用は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　o｝（sv，　z）＝αゴ，iX＋之

であらわされるとする。ここで、αゴ，iは公共財に対する選好をあらわすパラメータであり、各地域で

のこのパラメータの分布はその中央値が平均値に等しく、それぞれ馬（ゴ＝1，2）となるものとする。

そこで、公共財xの生産＝調達のために統合政府は税金1を徴収し、各住民に均等割りで負担させ
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るものとすれば、地域1、2の各住民の効用はそれぞれ

　　　　　　　　　　　　　　　　U」（x，z）＝αあix－1／（1＋n）

となる。ここで、住民の人口は1＋nであることに注意しよう。

　公共財を生産するためには統合政府はある企業にその生産を依頼する。いま、その企業の公共財

の生産費用を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　σ（偲）一筈

とする。ここで0は正の定数である。公共財をx単位生産するために、地方政府はTの支払いを企

業にするが、地方政府の公共財調達に関連した費用はさまざまな項目がありうる。この中には公共財

調達に真に必要な項目もあれば、必ずしも明確でない支出項目もあるかもしれない。端的に水増し費

用も考えられる。以下では企業への公共財生産に対する支払いのほかは水増し費用と呼ぶことにす

る。公共財生産費用をTとして水増し率をtであらわせば、地方政府の公共財関連支出は（1＋t）T

で表されることになる。この支出は住民への課税によって賄われることになる。したがって、地域ブ

の一般住民乞の効用は

σ；αあ琶偲一（1十t）エ「／（1十n）（」＝1，2）

となる。

政治的な支配地域　二つの地域の統合と離脱の条件をここでは考えるが、まず、住民そのものの移

動はここでは考えないことにする。住民の移動は「足による投票」として地域の独占的パワーを削減

する要因となるが、ここでは固定的な住民の集団としての地域を考える。すなわち、地域に縛られた

住民を考える。

　さて、地方政府は首長によって表され、首長は住民の中から選出される。ここで、考える選挙は”

市民候補者モデル”でおこなわれるものとする。ただし、地域2はマイノリティー地域ということ

を強調するために、政治的な活動は統合された政府の首長の選出にはなんの影響も与えないとする。

すなわち、地域2は地域1に政治的に従属していることになる。したがっ1て、地域！の住民のみの投

票によって事実上、首長が選出されるものとする。そこで、地域！の住民はそれぞれの公共財評価パ

ラメータaiをもっているが、首長としてどのようなパラメータの値（すなわち、タイプ）の住民を

選ぶかということになる。

レソトシーキング問題　さて、選出された首長は自分自身の、住民としての効用にもとづいて行政

活動をおこなう。ここでは、選出された首長は公共財の生産。と企業への支払い費用、および、水増

し費用を決める必要がある。水増しはいくらでも出来るというわけではなく、そのことによって違法

一　27　一



経　済　学　研　究　　第74巻　第5・6合併号

と認定される可能性がある。あるいは予算：要求がなんらかの予算査定プロセスを通じて減額される

かもしれない。その場合にはその可能性を確率で表し、水増し発覚確率とよぶ。この確率は水増し率

tの増加関数であるとし、φ（t）で表し、tの増加関数であるとする。以下ではこの発覚確率をつぎの

ように特定化することにする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　mt2
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　di（t）＝：：’一liL一”V・　（i）

ここで、mは正の定数であり、予算過程の透明性を表す指数とみなすことができる。

　　さて、首長に選出された住民の公共財評価パラメータをα1，Rとすると、首長はつぎの効用最大化

問題をとくことによって行政活動をおこなう。

　まず、首長の効用は、公共財からの自分自身の効用と水増し収入から自分に課せられる税額支払

いを引いたものとなる。ここで、水増し収入は住民から徴収した税収から公共財生産の企業へ支払い

Tでありが、水増しが発覚すれば、首長は水増し分のdパーセント返還するとする。違法なものであ

ればペナルティが課せられるか、その水増しの発覚による社会的ペナルティが大きければ、d＞1と

なるかもしれない。このとき、一般住民に対する課税総額は水増しが発覚すれば、（T＋（1－d）tT）

となり、発覚しなければ、（1＋t）Tとなるので、一般住民に対する期待課税総額は

　　　　　　　　ip（t）（T　＋　（1　一一　d）tT）　＋　（1　一　di（t））（1　＋　t）T　＝一　（1　＋　t）T　一　ip（t）dtT

となる。したがって、住民一人あたりの課税額はその1／（1＋n）となる。また、一般住民と同じよう

に首長自身へも．課税される。ただし、首長は一般住民と異なり、首長としての報酬を受け取るので、

その分を控除した実質課税率をkとする。したがって、1－kは報酬率である。また、首長は公共財

生産企業にたいしての支払いはその企業の生産コストを下回らないようにしなければならない。こ

の公共財生産企業の参加条件のもとで首長は自身の効用を最大にするように公共財水準、その企業

へ支払い、および水増し率の決定、その結果としての一般課税額の決定をおこなうことになる。した

がって、首長の最大化問題は

　　　　　mmax．　UR　＝一　mntax．　．　ai，Rx　＋　tT　一　’ip（t）DtT　一　k（（1　＋　t）T　一一　ip（t）DtT）／（1　＋　n）

　　　　　　　　　　x，T，t　　　　　x，T，t

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ躍2
　　　　　　　　　　　　　　　　　　s．t．　T一：’；一VT　＞0
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2　’ny・

　となる。最大化のtに関する一階条件は

　　　　　　　　　　　　　　　　1　’一一　¢’（t＞Dt　“　¢（t）D　＝　O

したがって、．水増し率は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t＝　v　一’　一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3mD

となる。そして、発見確率は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　φ＝喜万

（2）

（3）
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となる。これから、水増し率はモニタリング精度があがるほど低くなり、発見確率は賠償率が高いほ

ど低くなることがわかる．

　さて、首長の効用最大化問題において、制約条件は等号となることは明らかである。それは、調

達額を一定とすると公共財生産xはできるだけ大きくすることが首長の効用を大きくするからであ

る。そこで、首長の効用は

　　　　　　　ui，R　＝　ai，R　Vfillii　＋　tT　一　ip（t）DtT　一　k（（i　＋　t）T一　¢（t）DtT）／（1　＋　n）　（4）

となるので、最適な調達額はその一階条件から

　　　　　　　　ai，RiG＋t（i一　e．）一　di（t）Dt（i一　f．）一　f．　＝o

となる。これから、最適な公共財生産は

　　　　　　　　　　　　「一古（1一、至n）＋φ（號（1一毒）＋素）。　　（5）

となる。したがって、Dが大きくなると公共財生産は減少し、また、報酬率が上がると（すなわち、

んが減少すると）公共財生産は増加することがわかる。

首長選出これまでは特定のタイプa1，Rが選出されたときの公共財の生産と水増し率を求めた。今

度はこうした首長の行動を予見して各住民は自分の希望の首長タイプを選ぶことになる．。住民¢の効

用を最大にするように選出することになるので、

　　　　　　　　　　m・xσ告一maxα、，iX・一（（1＋t）T一φ（t）DtT）／（1＋n）

　　　　　　　　　　　　　　う　　　　　　　　　　a1，R　　　　　　　a1，R

を求めればよい。（6）とTが公共財生産コストそのものになることを考慮すると、最大化の一階条

件より

　　　　　　　　　　a・β島一（（・＋・t）T・一・il（t）DtT）／（・＋・n）∂鍛一・

が求められる。（5）を考慮すると、住民iの望ましいタイプは

　　　　　　　　　　　　　α・，i（1＋n）（孟（・一三一φ（オ）D孟（1「蓋）一寸）

　　　　　　　　　　a1，R＝　　　　　（（1＋の一φ（t）Dt）

となる。ここで、地域1の住民全体によって選出される代表のタイプをα1，，とすると、このような

個人にとってもっとも望ましい代表のタイプは自らのタイプの一次変換なので、選挙においては中位

投票者にとってもっとも望ましい代表のタイプの持ち主が選出され、

　　　　　　　　　　　　　A・（1＋n）（t（1一素一φ（t）Dt（1一転）一転）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）　　　　　　　　　　α1，＊＝　　　（（1　＋t）一φ（のDオ）
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となり、また、そのときの公共財生産は

　　　　　　　　　　　　　　　　x＊一（　　　孟1（1＋η）（1→一舌）一φ（オ）D舌）c　　　（7）

である。これかう、行政監査の精度mが高くなると、水増し率は（3）より減少し、その結果、実質

的な公共財生産は増大することがわかる。これは一見奇妙に思えるが、監査精度が高まると水増し予

算が減少し、結果として、実質的な公共財生産が増える効果をもつことを示している。実際、水増し

額を求めてみると、
　　　　　　　　　　　　　tT－te・2／2一～篇号（Ai（1　＋　n）（1　＋t一　¢Dt）5）2

となり、水増し率削減効果が実質調達コスト削減効果を上賑われば、この水増し額そのものは減少

する。

　　また、対応して地域1の住民の期待効用は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Aそ（1＋n）
　　　　　　　　　　　　　　　　Ul　＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2（（1　十　t）　一　ip（t）Dt）c

となる。また、この地域1が政治的にドミナントな統合での従属的な地域2の住民の平均的効用を求

めておく。これは、

　　　　　　　　　　　　　　Ai（1　＋　n）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　（（1　＋　t）T　一　di（t）DtT）／（1　＋　n）　　　　　　　　U2　＝　A2
　　　　　　　　　　　　（（1　＋　t）　一　ip（t）Dt）c

　　　　　　　　　　　　　　　一（　　　　　　AlA2　一　　　　　　　2）（（、鴇（圭謂D舌）c　　　　　（8）

となる。

ファーストベストの公共財生産と首長選出　ここで、ファーストベストの公共財生産を考えてみよ

う。それは統合された2地域の社会厚生を最大にする生産水準ということができる。したがって、そ

れはつぎの最大化問題として表すことができる。

　　　　　　　　　　　　　　　　甲（A・岡忽一週

すなわち、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　．FB＝41t．±izut2＋　nA2　（g）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　c

である。また、A1＋nA2のタイプが首長として選出されるべきである。

3　離脱条件をもつ統合地域

これまでは2地域が統合され、しかも地域1が政治的にドミナントな状態となっている場合での首長

選挙において選出される首長タイプの決定、公共財生産水準、およびレソトシーキングの程度を求め
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た。このような政治状況において、従属している地域は場合によっては統合政府から離脱権を行使す

るかもしれない。そこで、こうした地方の統合政府の構城地域が政府離脱の可能性をもつ場合の政府

行動を考察してみよう。これを見るために、その地域が政府から離脱してどのような状態になるかを

検討し、それによって離脱権一という統合政府内での自分の地位を高めるの威嚇点の公共財生産などの

へ影響を検討してみることにする。

　まず、このマイノリティー地域が統合政府から離脱したとする。このとき我々の地域モデルのも

とでは、公共財生産は地域1がコントロールしているとの仮定から、当該の公共財については残った

政府によって行われる公共財生産のスピルオーバー効果を享受する以外にない。そこで、地域2が離

脱後の政府の公共財生産を考察してみよう。これは地域1での政府の首長による政策決定となるが、

あきらかにこれは2節の問題を人口1としてもとめたものである。

　　ここで、レソトシーキングの観点から重要な問題は、ある地域の離脱によって人口の減少した政

府にとってレソトシーキングがより容易におこなわれるかどうかということである。われわれは住民

の意見が選挙を通じて首長の選出に反映される社会を考えているから、人口が減少すれば、それだけ

民意が届きやすくなると考えることは自然であろう。このことは首長の行動をモニターすることも比

較的容易になるであろうことを意味する。そこで首長の行動をモニターできる精度がmで表されて

いたので、その精度は人口規模に依存し、とくに人口規模が多くなると精度が低下するものと仮定し

よう。

仮定　首長に対するモニタリング精度mは人口規模に依存し、m＝m（n）に対してm’＜0が成立

する。

　このことを考慮して、地域2の離脱後の地域1の政府の公共財生産を求めよう。これは基本的に

（8）においてn＝0としたものであるが、モニタリングの水準が人口に依存しているので、モニタリ

ング精度に依存する水増し率tもその人口に依存する。これをt（n）で表現する。このとき、t（n＞は

nの増加関数となる。以上のことから、地域2の離脱後の地域1の公共財生産は、

　　　　　　　　　　　　　　　．　Al
　　　　　　　　　　　　　　猛　　＝　　　　　　　　　　　　　　　　　（（1　＋　t（O））　一　ip／（t（O））Dt（O））c

となる。このときの地域1の平均的住民の効用は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　壇
　　　　　　　　　　　　　　Ul　；
　　　　　　　　　　　　　　　　　2（〈1　＋　t（O））　一　di（t（O））Pt（O））c

となる。また、地域2の平均的住民の効用は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　AIA2
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）　　　　　　　　　　　　　　　　　Ui　（O）　一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1　＋　t　一　ipDt）c
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したがって、地域2は統合政府から離脱を望む条件は（8）と（10）の比較より、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　A（n）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　（1i）　　　　　　　　　　　　　　　Ai　）　2A2（1　一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1　＋　n）A（O）

で表される。ここで、

　　　　　　　　　　　　　　　A（n）　一　1　＋　t（n）　一　ip（n）Dt（n）

である。すでに述べたように、△（n）はnの増加関数である。ここで、t（n）の性質から（11）の右辺

はnに関する増加関数となり、

Al

Al

o n（Ai／A2）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図1

　スピルオーバー効果が相対的に低いほうが離脱の可能性が高くなることなる。これは反直感的な

性質をもつということができるが、統合政府に所属すれば、地域1主導の政府によて相対的に過大な

課税をされ、したがって、スピルオーバー効果が小さいと地域2の住民にとって過酷な状態が実現す

るのである。これに対して、離脱すれば、そうした課税から免れ、むしろスピルオーバー効果を享受

できることになるからである。したがって、スピルオーバ・・一一・効果が大きくなると課税のデメリットを

超えて公共財の供給のメリットが生じるからである。また、マイノリティとはいえ、その人ロが増加

してくると、政治的発言が封じられている範囲ではあるが、人ロ増大による課税増加効果が水増し減

少による負の効果を上回り、結果として公共財生産が増加するので、そのスピルオーバー効果の閾値

は減少していくのである。

　一方、地域1にとって統合のメリットは存在するか。地域1の統合によるメリットは、政治的主

導権をにぎっているかぎりにおいて、マイノリティの人口数が相対的に小さいときには人口の増加は

課税の拡大による公共財め供給増加ををもたらし、地域1の住民にとってメリットがあるが、人口が

ある程度増加することから、政治的モニタリングが困難になり、その結果、政治的なレソトが高まる

反面、公共財の実質的な供給が減少していく。したがって、それぞれの地域の公共財に対する評価が

一　32　一



レソトシーキングと地域間の統合と分離

与えられると、地域2の住民の期待効用は統合される地域の人口が少ないときはその人口の減少関

数となり、ある人口を超えるとドミナントな地域の期待効用は増加に転じる。

　以上、2地域の期待効用の動きをもとめることができたので、ドミナントな地域1が政治的な支

配体制を実行できるかどうかをみることができる。まず、十分小さな人口をもつマイノリティ地域で

はその統合は地域1、地域2双方にとって望まれず、ある水準n以上の人口の地域とは統合を地域

1は希望かもしれない。しかし地域2はn（Al／A2）以下であれば、地域2は統合を望まないことにな

る。結局、n（Al／A2）以上の地域であれば双方とも統合を希望することになる。

Ul

Ui　（O）

Ui　（n）

o n（Ai／A2）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図2

4　レソトシーキングのない場合の政治決定

さて、これまでは首長による予算水増しというレソトシーキングが可能である状況での政治決定に

おいてドミナントな地域1による支配体制を前提とし、地域2の大きさによって地域1の利益がどの

ように変化するかと地域2が統合を望むかどうかを考察してきた。そこで、この結果はレソトシーキ

ングがない場合にどのような違いがでるかを検：討してみよう。

　　レソトシーキングがなければ、支配的地域1は公共財生産費用を両地域に拡大して課税し、自地

域での期待効用を最大にするので、結局、各住民は戦略的な投票はおこなわず、したがって、タイプ

分布の中央値のタイプを選出することになる。その結果、公共財生産は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1　＋　n）Ai
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　露＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　c

となる。このとき、地域1の期待効用は

ひ野山（u．窒y）Ai
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となり、また、地域2の期待効用は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2’　c

となる。一方、この統合政府から離脱すると、地域1の公共財生産は上の式でn＝0とした場合にな

る。このとき、離脱した地域2はスピルオーバー効果を享受するのみとなり、地域2の期待効用は

げ＿（A，一生）A・！1＋η）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　確＝ん且2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　c，

となる。したがって、レントシニキング活動が存在しない世界ではマイノリティ地域が統合から離

脱、あるいは地域ユと独立である条件は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぴ8≧u，N

が成り立つことであり、これは

　　　　　　　　　　　　　　　　　A’）2A2（1’TI｝’一il．）　（12）

であらわされる。レソトシーキングが存在する場合の対応する条件は（11）である。したがって、レ

ソトシーキングが存在することによってより多くの人口をもつマイノリティ地域であっても離脱を望

むことがわかる。また、マイノリティ地域へのスピルオーバー効果が高くないと、離脱する可能性が

あるということになる。この意味で、レソトシーキング活動の存在は離脱の誘引を高めるということ

ができる。

　また、地域1のドミナントな政府による公共財水準について、レソトシーキング効果を見てみよ

う。（7）と（9）より、その場合の公共財生産がファ・一・・ストベスト水準より過小である必要十分条件は

　　　　　　　　　　　　　　　　　A．，　！±tk？iStgQn　一．A，）　（n）／　．　A，

で示されるが、この左辺はマイノリティ人口の減少関数となるので、この過小生産条件から、その人

口が多くなると過小生産の可能性が高くなることがわかる。また、レソトシーキングがない場合の地

域1がドミナントな場合の公共生産水準は（13）であるから、レソトシーキングが無い場合にファー

ストベスト水準よ1り過大になる必要十分条件はA1＞A2となり、スピルオーバー効果の一般的な性

質から、この条件が満たされる。したがってレソトシーキングがない世界では過大な公共財生産とな

る。これに対して、レソトシーキングがある世界ではスピルオーバー一効果がある程度大きければ過小

生産が生じることがわかる。
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1

過小生産領域

図3

5　離脱権と交渉

ここでは地域2による離脱権が認められているときの統合政府の行動を検討しよう。もし、地域1

にとって地域2による離脱が自地域の利益を損なうならば、なんとか引きとめを図るにちがいない。

ここでは引きとめのための交渉、あるいは条件を検討する。この場合、首長の選出は、こうした交渉

結果を予測して選出されるものとなる。したがって、選出された各地域の首長は公共財生産をめぐる

交渉をおこなう。このゲームはバックワードに解くことによって理解される。

　そこで、まず、それぞれの地域の代表が選ばれ、それぞれ首長のタイプがαゴ，R（」＝1，　2）で表さ

れたとする。交渉は地域1から申し込まれるが、たとえば、地域2は地域1に対しては離脱しない

ために所得移転を要求するかもしれない。また、地域1の首長は公共財生産水準を決定する際には、

当該企業への公共財調達に際して水増し請求をするかもしれない。したがって、地域1の首長は地域

2の首長と当該企業に対してつぎのような最大化問題の解となる公共財生産xと所得移転H、そし

て水増し請求tをすることになる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　k
　　　　　　　　照・・，R・・＋孟丁一φ（t）DオT一二（（1＋t）一φ（t）D亡）T－knH

　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（（1　＋t）T一φ（オ）Dの≧α2，RX（0）　　　　　　　　　　s．t．a2，Rx　＋　H　一
　　　　　　　　　　　　　　　　　1十n

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　C詔2
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　T．J；’：一一T　＞0
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2　一

ここで、最初の制約条件式は地域2の首長の参加条件で、左辺は提示された内容からくる効用であ

り、右辺は合併をしなかったときのその首長の効用である。また、被最大化式の最後の項dHは、地

域2の各人の負担する所得移転がHとすると、地域2の人口がnであるから、地域1（その人口は

1である）の各人に分配される所得移転はnHとなることを意味する。明らかに、二つの制約条件
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は等号で成立しなければならないので、この問題は

　　　　　　　　　　　　　　k　一．　t　．・t－s一　一　・　・　…　1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（（1＋t）T－ipDtT））　　　　　　　　　　　　　　　　（（1＋t）一ip（t）Dt）T＋kn（a2，R（x－x（O）一m．a
C　x，　ai，Rx　＋　tT　’　ip（t）DtT　一　i　i’ Gi

i
．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1十n

．となる。これから、一階条件が求められる。公共財生産に関しては

　　　　　　　　　　ai，R　＋　（（t　一　ipDt）　一　k（（1　＋　t）　一　ipDt））cx　＋　kna2，R　一　O

となるので、その水準は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　α1，R柄物，R
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）　　　　　　　　　　　　　　x（n）　＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（k　一　t（1　一　k）’十　（1　一　k）¢Dt）c

となり、公共財の地域2への外部効果がその生産に取り込まれている。また、水増し率は前と同様に

（3）で得られる。

首長の選出　地域1の首長による、統合交渉における公共財生産行動を考慮して、地域1の住民は

首長を選出する。このとき、タイプα1，Rを選んだときの地域1の住民の期待効用は

　　　　　　　　　　　　　　A（n）
　　　　　　　　　　　　　　　　　一　nH　＝　ai，ix（n）　一　A（n）　＋　na2，R（x（n）　一　x（O））　　　　　　Ul　＝　al，ix（n）　一

となる。したがって、α1，iタイプの地域1の住民．の希望する首長タイプは、その期待効用を最大にす

るタイプである。これは一階条件を求めることによって得られる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　Mai，i　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　M
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一kn）a2，R　（14）　　　　　　　　　　　　　　al，R　＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　A（n）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　A（n）

これは、希望する首長タイプが自分のタイプの一一次変換となっているので、中位投票者にとってもっ

とも望ましいタイプが選出されることを意味する。したがって、上の式でα1，i＝A1とすれば、地域

1で選出される首長タイプが決まる。ただし、そのタイプは地域2で選出される首長のタイプに依存

していることに注意しよう。こうして、各住民はマイノリティ地域との交渉をつうじて首長が自分の

タイプにそって意思決定をし、また、首長がレソトシーキング活動をつうじて予算の水増しをおこな

うことを考慮して、戦略的投票をおこなうことになる。

　このように相手地域の首長のタイプを考慮して、地域1の住民は自分にとって好ましいタイプを

求めることになる。2節の離脱権のない政治的に従属した体制における議論と異なり、今度は、地域

2の首長のタイプがどのよう1に決定されるかが地域2の住民にとっても重要になる。離脱権がないと

きには、公共財配分などの政治決定はすべて地域1の首長によって決められたが、今回は、地域2と

の交渉があり、その場合、統合への保証金を決定する際に地域2の首長のタイプに依存することにな

り、そのことが地域2の住民自身の効用へ影響するのである。そこで地域2の首長の効用は，統合へ

の移転収入Hを考慮して

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　A（n）
　　　　　　　　σ2ヴーα2ゴ駕＠）＋H＝α2ゴコ・（n）一α2，R（x（n）一x（0））＋

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1十n
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これから、地域2の住民ゴにとって望ましいタイプは、効用最大化のa2，Rに関する一階条件より、

　　　　　　　　　　　　　　　　　α・沸η＋α・濯論＋△鵠號
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）　　　　　　　　　　　　　α2’R　＝　2腔讐歪

となる。ここで、

　　　　　　　　　　　　　　M　一　（k　一　t（1　一　k）　＋　（1　一　k）ipDt）c

である。これから、また、地域2の住民の希望する首長タイプは自分のタイプの一次変換となってい

るので、選出される地域2の首長タイプは上の式でα2，ゴ＝A2としたものとなる。こうして選出され

る地域2の首長のタイプはまた地域1で選出される首長タイプに依存している。

　以上のことから、それぞれの：地域で選出される首長のタイプはお互いに相手の首長タイプに依存

していることがわかる。したがって、均衡においてはそれぞれの予想する相手の首長タイプが実際に

選出される首長タイプと一致しなければならない。すなわち、ナッシュ均衡として、それぞれの地域

の首長タイプが決まることになる。これは（14）と（15）においてa1，i　＝＝．A1、α2，ゴ＝A2として連

立一次方程式をとくことによって求められる。ここではこうした交渉の結果としての公共財生産の水

準を求めたいので、（13）より、α1，R＋knα2，Rを求めればその公共財生産水準を得ることができる。

そこで、（14）と（15）をα1，R＋knα2，Rと．α2，Rに関する連立方程式として解くと・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（錨）＋重宝溜2＋2k）Ai＋knA2
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）　　　　　　al，R　十　kna2，R　＝＝
　　　　　　　　　　　　　　（飾＋△（禁η）（響一・）＋（塾留一今留蓋～笠12）

が得られる。

　これから、（13）と（16）より、公共財の生産水準はそれぞれの地域の中位投票者の評価にウエイト

を置いたものとなる。この結果、離脱権を持つ地域での交渉のもとでの公共財生産はある程度、地域

2の選好を考慮した生産水準となっている。これに対して、レソトシーキングのない世界での2地域

間の交渉の結果としての公共財生産の水準はGrαdstein（2004）で求められたように、ドミナントな

地域1の中位投票者のタイプに対応する効率的な水準となりAl／cとなり、したがって、全体として

は過小生産になっている。

　なお、ここでは、選出された首長による交渉において想定されている威嚇点での離脱の場合でも、

その首長がそのままその位置にとどまるとして議論してきた。もうひとつの統治ルールとしてはも

し交渉が決裂したら、あらためて、それぞれの地域で首長を選び直すとというもので、その場合には

戦略的な投票が限定される。

6　おわりに

本稿では2地域の統合と離脱条件についてスピルオーバー効果とレソトシーキング効果の役割を検

討した。その場合、住民は統合のありかたをめぐって首長を選出するが、その首長は予算の水増しな
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どのレソトシーキングを追及する可能性をもつ。住民は単にマイノリティ地域の状況を考慮するだけ

でなく、選出した首長のレソトシーキング活動にも目を光らさなければならない。このスピルオー

バー効果とレソトシーキング効果の両方が存在する場合にはスピルオーバー効果の増大は必ずしも

統合の誘引として働かず、一方、レソトシーキングの可能性は離脱の可能性を高めることが示され

た。また、交渉が生じるのは、離脱の可能性がある場合であり。ある水準以下のマイノリティー地域

については交渉により、離脱を防ぐことがメリットをもち、その人口水準以上では人口の課税効果に

よって特段の交渉なしでも離脱を事実上、防ぐことができることがわかった。

　地域統合と離脱に関する政治的意思決定問題としての首長選挙の問題は（｝rαdstein（2004）におい

て展開されているように、マイノリティ地域の政治的パワーの取り扱いが重要であろう。本稿ではド

ミナントな地域があり、そこの首長がバーゲニングパワーをすべてもっているとしており、唯一、マ

イノリティ：地域にできることは離脱権を交渉の威嚇点とした移転収入を得ることであった。しかし、

マイノリティ地域とはいえ、政治過程そのものへの影響力の行使が可能になるのではないかと思わ

れる。ここでは、完全にドミナント地域がそのパワーをもつとしており、この点での展開が期待さ

れる。

　また、この議論と関連するが、本稿ではレソトシーキング活動に関するモニタリング精度が人口

の増加ともに低下するとの仮定を置いた。これは人口の増加が課税負担の低下という統合の誘引を

減じるための装置であった。しかし、人口の増加は2面ある。まず、ドミナント地域の人口の増加は

レソトシーキングに対するモニタリング精度の低下という側面をもつであろう。しかし、マイノリ

ティ地域の人口の増加はドミナント地域への対抗力の増加という面を強調すれば、ドミナントな地域

．の首長に対するモニタリングの増加として働く可能性がある。それはマイノリティ地域の政治的パ

ワーの上昇と合わさって生じるかもしれない。そうした人口増加のもつ二つの方向性を取り出した分

析が期待される。

　最後に、ここでは公共財の生産が空間的にドミナントな地域にコミットされているとしたが、逆

にマイノリティ地域にコミットされている場合も考えられる。この場合、ドミナントな地域からの公

共財生産に対するマネージメントが重要な問題となり、分権的にするか、集権的なものにするかも、

統合政府の効率的な活動に影響するものと思われる。
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